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ご利用にあたっての注意事項 
 

 

（１）助成金の申請に関して、調査又は報告を求める場合があります。求められた書類等が機構の定め

る期限までに提示又は提出されない場合には、助成金は支給しません。 

（２）助成金制度の適正な運営を図るため、申請後に不支給要件等についてハローワーク等の職業安定

機関に照会を行います。 

（３）不正受給を行った事業主には、助成金を返還していただきます。 

（４）不正受給を行った事業主は、当機構ホームページで公表します。公表の内容は以下のとおりです。 

・事業主の名称、代表者氏名 

・事業所の名称、所在地、概要 

・不正受給の金額、内容  

手段が悪質な場合などは、刑事事件として告発することがあります。 

（５）詐欺、脅迫、贈賄等刑法各本条に抵触する行為を含むことはもちろん、刑法上の犯罪を構成する 

に至らない場合であっても、故意に助成金に係る申請書等に虚偽の記載を行い又は偽りの証明を行 

うことにより、本来受けることのできない助成金を受け又は受けようとした場合には、助成金を不 

支給決定とした日又は支給を取り消した日以後３年間、助成金を支給しません。既に支給を受けた 

場合には支給金額の全部を返還していただきます。 

（６）助成金は国の助成制度の一つですので、受給事業主は国の会計検査の対象となります。 

（７）助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消し等は、行政不服審査法上 の不服申立ての対象と

はなりません。 

（８）助成金は、消費税法上は課税対象外（不課税取引）、法人税法上はその支給決定があった日の属 

する事業年度の益金（えききん）の額に算入、所得税法上はその支給決定があった日の属する年の 

事業所得の金額の計算上、総収入金額に算入することになります。 

（９）当支給申請の手引の記載内容に不明な点がある場合は、当該事業主の主たる事務所の所在する各

都道府県の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構支部高齢・障害者業務課（東京、大阪は

高齢・障害者窓口サービス課）（以下「支部高齢・障害者業務課等」という。）にお問い合わせく

ださい。 

 

 

 

 

 



 

 
 

65歳超雇用推進助成金 
 

少子・高齢化社会の急速な進行により、労働力人口の減少が見込まれる中で、高年齢者 
が社会の支え手として活躍していくことが重要であり、意欲と能力があれば６５歳までに限 
らず、６５歳を超えても働ける社会の実現に向けた取組を開始することが必要です。 
この助成金は、６５歳以上への定年引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対象と

する６６歳以上の継続雇用制度の導入を行う企業に対して助成することにより、「生涯現
役社会」の構築に向けて、高年齢者の就労機会の確保及び雇用の安定を図ることを目
的としています。 
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65歳超雇用推進助成金の支給申請の仕組み等 

 

第１ 支給申請の仕組み 
 

（１） 平成 28 年 10 月 19 日以降において、労働協約又は就業規則による、65 歳以上への定年の引上げ、

定年の定めの廃止、希望者全員を対象とする 66 歳以上の継続雇用制度の導入のいずれかの制度を

実施した事業主に対して助成します。ただし、１事業主（企業単位）１回限りとします。 
※詳細は４頁以降に記載 

 

（２） 65 歳超雇用推進助成金（以下「助成金」という。）の支給を受けようとする事業主は、65 歳超雇用推進

助成金支給申請書(以下、「支給申請書」という。)に必要書類を添えて、（1）の制度の実施日の翌日か

ら起算して 2 か月以内に、事業主の主たる雇用保険適用事業所（本社、本店等）の所在する各都道府

県の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構支部高齢・障害者業務課（東京、大阪は高齢・障

害者窓口サービス課）（以下「支部高齢・障害者業務課等」という。）を経由して機構本部に提出してく

ださい。 

 

（３） 申請期限を超えて提出された支給申請書は受理できませんのでご注意ください（ただし、天災その他

真にやむを得ない場合を除きます。）。 

 
 

 

 
 

 

 
【申請にあたって】 

申請内容の即日補正等を容易にするため、窓口受付を推奨します。 

郵送による場合は、次の①及び②までを承諾の上、申請事業主の責任において郵送申請が可能です。 

①郵送事故については、機構は責任を負いません。書留等にすることを推奨します。 

②申請書等が支部高齢・障害者業務課等に到達し、不備がないことを確認した日が受理日となります。 

なお、郵送による場合、事業主控を返送しますので、返信用封筒及び切手を同封してください。

（※事業所の実地調査） 

※支給申請書の提出後、事業所を訪問の上、実地調査を行う場合があります。 
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第２ 65歳超雇用推進助成金の概要 
 

１ 支給対象事業主の要件 

次の（１）から（９）のいずれにも該当する事業主です。 

 

（１） 雇用保険適用事業所の事業主であること。 

 

（２） 平成 28 年 10 月 19 日以降において、労働協約又は就業規則による、次の（イ）から（ハ） 

までのいずれかに該当する制度（以下「定年の引上げ等の制度」という。）を実施した事業主

であること。 

（イ） 旧定年年齢を上回る 65 歳以上への定年の引上げ 

（ロ） 定年の定めの廃止 

（ハ） 旧定年年齢及び継続雇用年齢を上回る 66 歳以上の継続雇用制度（※1）の導入 
 

（※１） 「継続雇用制度」とは 

定年後も引き続いて雇用されることを希望する者全員を、定年後も引き続いて雇

用する制度をいいます（第３の４を除く。以下同じ。）（詳細は６頁参照）。 

 

（３） （２）の定年の引上げ等の制度を規定した際に別途定める経費を要した事業主であること。 

 

（４） （２）の定年の引上げ等の制度を規定した労働協約又は就業規則を整備している事業主 

であること（（２）の定年の引上げ等の制度を規定した就業規則については、支給申請日の 

前日までに労働基準監督署に届出していること）。 

 

（５） （２）の定年の引上げ等の制度の実施日（※２）から起算して１年前の日から支給申請日の 

前日までの間に、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号。以 

下「高年齢者雇用安定法」という。）第８条又は第９条第１項の規定に違反していないこと。 
 

（※２） 「実施日」とは 

労働協約又は就業規則の施行日をいいます。 
 

（当助成金における実施日は施行日となりますが、就業規則は施行だけでなく労働者へ周知する義務があ

ります（労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 106 条）） 

 

（６） 支給申請日の前日において、当該事業主に１年以上継続して雇用されている者であって

60 歳以上の別途定める雇用保険被保険者（※３）が１人以上いること。 
 

（※３） 「雇用保険被保険者」とは 

雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 4 条第 1 項に規定する被保険者をいい

ます（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。以下「被保険者」とい

う。）。 

 

（７） 助成金の審査に必要な書類等を整備、保管している事業主であること。 

 

（８） 助成金の審査に必要な書類等を機構の求めに応じ提出又は提示する、実地調査に協力

する等、審査に協力する事業主であること。 

 

（９） 申請期間内に申請を行う事業主であること。 

 

 

 
 
 
 
  

４頁へ 

６頁へ 

８頁へ 

11 頁へ 

13 頁へ 
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２ 助成金を受給できない事業主 

次の（１）から（９）までのいずれかに該当する事業主に対しては、助成金は支給しません。 
 
（１） 不正受給（※４）をしてから３年以内に申請をした事業主、又は申請日後、支給決定日までの

間に不正受給をした事業主 

（※４） 「不正受給」とは 

偽りその他不正の行為（刑法上犯罪を構成するに至らない場合であっても、故意

に支給申請書に虚偽の記載を行い、又は偽りの証明を行うことも該当する）により本

来受けることのできない助成金の支給を受け、又は受けようとすることをいいます。 

 

（２） 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料を納付して

いない事業主（支給申請日の翌日から起算して２か月以内に納付を行った事業主を除く） 

 

（３） 支給申請日の前日から起算して 1 年前の日から支給申請日の前日までの間に、労働関係

法令の違反を行った事業主 

 

（４） 性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業又はこれら営業の一部を受託する営業を行う事業

主 

 

（５） 暴力団と関わりのある事業主 

 
（６） 支給申請日又は支給決定日の時点で倒産している事業主 

 
（７） 不正受給が発覚した際に、機構が実施する事業主名等（※５）の公表について、あらかじめ同

意していない事業主 

（※５） 事業主の名称、代表者氏名、事業所の名称及び所在地、概要並びに不正

受給の金額及び内容を機構ホームページで公表します。 

 

（８） 特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人(※６) 

（※６） その資本金の全部又は大部分が国からの出資（特別会計に関する法律（平

成 19 年法律第 23 号）第 98 条に規定する雇用勘定（以下｢雇用勘定｣という｡）

から支給されるものに限ります｡）による法人、その事業の運営のために必要な

経費の主たる財源を国からの交付金（雇用勘定から支給されるものに限りま

す｡）又は補助金（雇用勘定から支給されるものに限ります｡）によって得ている

法人に限ります。 

  

（９） 国、地方公共団体、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第４項に規定す

る行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２条第２項に規定す

る特定地方独立行政法人 

 

 

 

３ 支給額 

定年の引上げ等の制度に応じて、次に定める額を支給します。 

65 歳への定年引上げ 66 歳以上への定年引上げ 

又は 

定年の定めの廃止 

希望者全員を対象とする 

継続雇用制度の導入 

66 歳から 69 歳 70 歳以上 

100 万円 120 万円 60 万円 80 万円 

 ※ 定年引上げと継続雇用制度の導入を合わせて実施した場合でも、支給額は定年引上

げを実施した際の額となります。 
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第 3 支給要件等の詳細説明 
 
１ 定年の引上げ等の制度について 

 
（イ） 旧定年年齢を上回る 65 歳以上への定年の引上げ 

旧定年年齢（法人等の設立日（雇用保険適用事業所設置年月日）から、65 歳以上への定年の

引上げを実施した日の前日までの間に、労働協約又は就業規則で定められていた定年年齢のう

ち最も高い年齢。以下同じ。）を上回る 65 歳以上の年齢に定年年齢を引き上げることをいいます。 
 
定年年齢が、就業場所、職種及び勤務形態等の区分により異なる場合は、当該事業主に雇用

される被保険者に適用される定年年齢のうち最も若い年齢を引き上げることをいいます。定年年

齢を従業員が自由に選択できる制度の場合は、選択可能な最も高い年齢を引き上げることをいい

ます。 
 
（年齢の例職種別定年制で、事務職定年 65 歳、看護職定年 65 歳、医師定年 70 歳の場合、旧定年年齢は 65

歳。選択定年制で、本人の都合により、定年による退職年齢を 60 歳～65 歳の６つの年齢から選択できる場合、

旧定年年齢は 65 歳） 

 

ただし、以下の場合は支給対象となりません。 

① 過去に定年の定めを廃止している場合又は定年を定めていない場合 

② 過去に継続雇用年齢（希望者全員を対象としたものに限る。以下同じ。）を定めており、定年の引

上げを実施後の継続雇用年齢が、旧継続雇用年齢（法人等の設立日から、定年の引上げを

実施した日の前日までの間に、労働協約又は就業規則で定められていた継続雇用年齢のう

ち最も高い年齢）を下回っている場合 

③ 定年引上げを実施後は継続雇用年齢を定めていないが、定年年齢が旧継続雇用年齢を

下回っている場合 

       ④ 定年引上げを実施した日から支給申請日の前日までに、定年又は継続雇用年齢の引下げ

を行った場合 
※定年又は継続雇用制度以降に、その他会社が認める者等を引き続き雇用する制度を規定している場合に、

その年齢の引下げを行った場合も支給対象となりません。 

 

表 1【定年の引上げの例】 

 就業規則等 
定年 
年齢 

希望者
全員継
続雇用 

労使協定
に基づく
基準該当 

支給対象

（○×） 
支給額 

対象被保険

者の例 

1 
設立時（旧定年年齢） 65 歳 - - 

○ 
120 
万円 11 頁の例１ 

改正後(制度実施) 68 歳 - - 

2 
設立時（旧定年年齢） 60 歳 62 歳 65 歳 

○ 
100 
万円 12 頁の例２ 

改正後(制度実施) 65 歳 - - 

3 

設立時（旧定年年齢） 65 歳 - - × 
旧定年年
齢を上回

っていない 

  H25.4.1 改正 60 歳 65 歳 - 

H28.11.1 改正(制度実施) 65 歳 - - 

4 
設立時（旧定年年齢） 62 歳 70 歳 - × 

上記② 
  

改正後(制度実施) 65 歳 67 歳 - 

5 
設立時（旧定年年齢） 65 歳 70 歳 - × 

上記③ 
  

改正後(制度実施) 67 歳 - - 
※「労使協定に基づく基準該当」とは、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律の経過措置により、改正高年齢者雇用

安定法の施行までに、労使協定により継続雇用制度の対象者を限定する基準を定めている場合の基準の対象年齢（８頁参照。以下同じ。）。 

 

表 2【定年年齢が、就業場所、職種及び勤務形態等の区分により異なる場合】 
 

 

 

 

 

 

 

   職種等で定年年齢の区分が異なる場合は最も若いもの（複数該当している場合いずれも）が引き上がらない場

合は、支給対象となりません。この例の場合、支給対象となるには、看護職についても定年年齢を 66 歳以上

へ引き上げ、企業全体の定年年齢を 66 歳以上とする必要があります。 

 旧定年年齢 改正後 支給対象 
事務職 定年 65 歳 定年 70 歳（定年年齢引上げ） 

× 
看護職 定年 65 歳 定年 65 歳（改正なし） 
医師 定年 70 歳 定年 70 歳（改正なし） 
企業全体 定年 65 歳 定年 65 歳 
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（ロ） 定年の定めの廃止 

就業規則等で定年年齢を定めている事業主が、定年の定めを廃止し、その旨を就業規則等に

おいて規定することをいいます（就業規則等に記載されていない場合は支給対象となりません）。 

 

ただし、次の場合は支給対象となりません。 

① 過去に定年の定めを廃止している場合又は定年を定めていない場合 

② 定年の定めの廃止を実施した日から支給申請日の前日までに、定年を定めた場合 

 

表 3【定年の定め廃止の例】 

 就業規則等 
定年 
年齢 

希望者
全員継
続雇用 

労使協定
に基づく
基準該当 

支給対象

（○×） 
支給額 

対象被保険者

の例 

1 
設立時(旧定年年齢) 60 歳 62 歳 65 歳 

○ 
120 
万円 

12 頁の例２と 

同様の考え方 改正後(制度実施) 廃止 - - 

2 

設立時 なし - - 
× 

上記① 
  H25.4.1 改正 60 歳 65 歳 - 

H28.11.1 改正(制度実施) 廃止 - - 

 

 

（ハ） 旧定年年齢及び継続雇用年齢を上回る 66 歳以上の継続雇用制度の導入 

旧定年年齢を上回る 66 歳以上の年齢まで希望者全員を継続雇用する制度を導入すること、 

又は旧定年年齢及び継続雇用年齢（法人等の設立日（雇用保険適用事業所設置年月日）から、

66 歳以上の継続雇用制度の導入を実施した日の前日までに、労働協約又は就業規則で定めら

れていた定年年齢又は希望者全員を対象とした継続雇用年齢のうち最も高い年齢）を上回る 66

歳以上の年齢まで継続雇用年齢を引き上げることをいいます。 

 

定年年齢又は継続雇用年齢が、就業場所、職種及び勤務形態等の区分により異なる場合は、

当該事業主に雇用される被保険者に適用される継続雇用年齢のうち最も若い年齢を引き上げるこ

とをいいます（継続雇用制度が適用されない職種又は勤務形態等の区分がある場合は、当該区

分に適用される定年年齢を含む）。定年年齢又は継続雇用年齢を従業員が自由に選択できる制

度の場合は、選択可能な最も高い年齢を引き上げることをいいます。 
（年齢の例職種別定年制で、事務職[定年 60 歳、継続雇用 65 歳]、看護職［定年 60 歳、継続雇用 66 歳］、医

師［定年 70 歳］の場合、旧定年年齢は 60 歳、旧定年年齢及び継続雇用年齢は 65 歳。） 

 

ただし、次の場合は支給対象となりません。 

① 過去に定年の定めを廃止している場合又は定年を定めていない場合 

② 過去に定年年齢を定めており、継続雇用制度の導入又は継続雇用年齢の引上げを実施

後の定年年齢が旧定年年齢を下回っている場合 

③ 継続雇用制度の導入又は継続雇用年齢の引上げを実施した日から支給申請日の前日ま

でに、定年又は継続雇用年齢の引下げを行った場合 
※定年又は継続雇用制度以降に、その他会社が認める者等を引き続き雇用する制度を規定している場合に、

その年齢の引下げを行った場合も支給対象となりません。 

 

表 4【継続雇用制度の導入等の例】 

 就業規則等 
定年 
年齢 

希望者
全員継
続雇用 

労使協定
に基づく
基準該当 

その他会
社が必要と
認める者 

支給 

対象 

（○×） 

支給

額 

対象被保

険者の例 

1 
設立時(旧定年年齢) 60 歳 62 歳 65 歳 - 

○ 
80 

万円 

12 頁の例２
と同様の考
え方 改正後(制度実施) 60 歳 70 歳 - - 

2 
設立時(旧定年年齢) 60 歳 65 歳 - 67 歳 

○ 
60 

万円 
12 頁の 

例３ 改正後(制度実施) 60 歳 67 歳 - - 

3 
設立時(旧定年年齢) 65 歳 67 歳 - - × 

上記② 
  

改正後(制度実施) 64 歳 70 歳 - - 

4 
設立時(旧定年年齢) 60 歳 65 歳 - 70 歳 × 

上記※ 
  

改正後(制度実施) 60 歳 67 歳 - - 



－ 6 － 
  

 
 
 

 

 表 5【定年年齢又は継続雇用年齢が、就業場所、職種及び勤務形態等の区分により異なる場合】 
 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

職種等

で定年年齢又は継続雇用年齢の区分が異なる場合は最も若いもの（複数該当している場合いずれも）が引き上

がらない場合は、支給対象となりません。この例の場合、支給対象となるには、看護職についても継続雇用年齢

を 66 歳以上へ引き上げ、企業全体の継続雇用年齢を 66 歳以上とする必要があります。 

 

 

「継続雇用制度」には、再雇用制度と勤務延長制度があり、次のいずれかに該当する継続雇

用制度（当該事業主以外の事業主が雇用することで講じる継続雇用制度の導入を除く。）である

ことが必要です。 

(a) 再雇用制度 

定年後も継続して雇用されることを希望する被保険者全員を、再び雇い入れ、旧継続

雇用年齢を上回る年齢まで継続して雇用する制度。新しく労働契約を締結するもの（労

働者は従来の役職・職務等を解かれる）。 

(b) 勤務延長制度 

定年後も継続して雇用されることを希望する被保険者全員を、定年に達した際、従前

の雇用契約を終了させることなく、旧継続雇用年齢を上回る年齢まで継続して雇用する

制度。原則として役職・職務、仕事内容、賃金水準等が変わらない（労働条件等が変更

される場合はその旨の就業規則の規定が必要）。 

 

     （注）船員職業安定法（昭和 23 年法律第 130 号）第 6 条第 1 項に規定する船員は、高年齢者雇

用安定法の適用除外のため、船員の就業規則については、対象外となります。 

 

 

２ 対象経費について 
 

（１） 対象となる経費 
定年の引上げ等の制度を規定した際に要した別途定める経費については、次の①から⑥まで

のいずれにも該当するものに限ります。 

     

① 定年の引上げ等の制度を規定した際に要した経費で、以下の（イ）（ロ）いずれかの経費であり、

提出された書類により当該要件に該当することが確認できること（平成 28 年 10 月 19 日以降に、

契約、履行、支払等を行った経費であること。）。 
 

（イ） 就業規則の作成、届出に係るもの 

（ロ） 定年引上げ等の制度の導入のために必要な賃金制度等の見直しに係るもの 
 

（例） 

・就業規則変更を専門家等へ委託した場合の委託費 

・定年引上げに伴い賃金制度を見直すためコンサルタントとの相談に要した経費 

 （実施内容が確認できる書類（議事録等の成果物）の提出が必要です） 

 

② 経費の支出先が、社会保険労務士、社会保険労務士法人及び人事・労務コンサルタント等の

当該業務を実施することが適切と判断される者であること。 

 

③ 支給申請日までに支払いが完了したものであって、提出された書類により支払いの事実が確認

できること（手形又は小切手による支払いの場合、支給申請日までに決済が完了したものに限り

ます。）。 

 旧定年又は継続雇用年齢 改正後 支給対象 
事務職 定年 60 歳、継続雇用 65 歳 定年 60 歳、継続雇用 70 歳 

（継続雇用年齢引上げ） 

× 
看護職 定年 60 歳、継続雇用 65 歳 定年 60 歳、継続雇用 65 歳 

（改正なし） 
医師 定年 60 歳、継続雇用 70 歳 定年 60 歳、継続雇用 70 歳 

（改正なし） 
企業全体 定年 60 歳、継続雇用 65 歳 定年 60 歳、継続雇用 65 歳 
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④ 就業規則等の改正、届出等に係る申請事業主の従業員等の人件費（役員報酬、賃金及び手

当等をいう。）、交通費、消耗品費、会議費、その他申請事業主が社内で負担することが適当と

判断する費用でないこと。 

   （申請事業主が社会保険労務士事務所等の専門的知識を有する事務所であって、自ら実施

することが可能な取組みを外部へ委託した際の費用についても対象となりません。） 

 

⑤ 助成金を申請する事業主と次の者との間の取引に要した経費ではないこと。 
 

（イ） 当該事業主が個人の場合 

a 当該事業主の配偶者 

b 当該事業主及び配偶者の１親等以内の親族 

c 当該事業主の従業員 

d 次の者が役員である法人 

        (a) 当該事業主本人 

(b) 当該事業主の配偶者 

(c) 当該事業主の１親等以内の親族 

(d) 当該事業主の配偶者の１親等以内の親族 

(e) 当該事業主の従業員 

（ロ） 当該事業主が法人の場合 

a 当該法人の役員 

b 当該法人の役員の配偶者 

c 当該法人の役員又はその配偶者の１親等以内の親族 

d 当該法人の従業員 

e 次の者が役員である法人 

(a) 当該法人の役員 

(b) 当該法人の役員の配偶者 

(c) 当該法人の役員の１親等以内の親族 

(d) 当該法人の役員の配偶者の１親等以内の親族 

(e) 当該法人の従業員 

 

⑥ 実際の支払いを行わず帳簿上の処理により経理処理したものでないこと。 

 

 

（２） 経費の確認方法 
①  上記（1）対象となる経費に該当するか確認するため、契約確認書類、支払確認書類、履行確

認書類（すべて写）により確認を行います。 
 
（イ） 契約確認書類 

  契約書（又は請書）  
 

（ロ） 支払確認書類 

支払方法、金額、支払完了日、支払先、支払が完了した事実が確認できる次の書類 

（a）現金の場合 

領収書、現金出納帳 

（b）銀行振込の場合 

銀行振込受領書、金融機関の通帳記入部分（又は入出金明細） 

      （c）現金振込の場合 

        振込明細、現金出納帳 

（ｄ）口座振替の場合 

    金融機関の通帳記入部分 

（e）手形・小切手の場合 

    領収書、当座勘定照合表、半券 
  

   （ハ） 履行確認書類（該当するもののみ提出） 

     (a） 納品物がある場合 
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納品物（就業規則、賃金規程等） 

(b) 相談等の場合 

相談・指導等を受けた日時、相談者、相談内容等が確認できる資料（議事録、相談資

料等） 

 

② 契約書、領収書等、上記①の証拠書類についてはすべて申請事業主あてのものを対象としま

す。 

  

③ 契約確認書類については、契約内容等について、対象経費に該当する部分がわかるように、

マーカー（印）をつけて提出してください。契約内容等が明らかに対象経費に該当しない場合

は支給対象となりません。 

 

④ 領収書については、次の（イ）から（ハ）のいずれかに該当する場合、原則として対象外とします。 

（イ） 発行元の業者の名称、住所、電話番号の記入されていないもの、記入されている電話番

号が通じない等虚偽の疑いのあるもの 

（ロ） 但し書きの無いもの等領収書の内容が特定されないもの 

（ハ） 発行日付、発行者印が無いもの 

 

⑤  銀行振込受領書、金融機関の通帳記入部分、入出金明細を確認書類としている場合、取扱

金融機関、口座名義（申請事業主名義のものであって、日常的に事業活動に使用されている

口座に限る）、振込の日付、金額、振込相手方が確認できるものを添付してください。 

 

⑥  顧問契約に対象経費が含まれる場合は、「制度を規定した際に要した経費」の発生する日

（相談に要した経費であれば相談日、作成物がある場合は納品日）が含まれる契約期間にお

ける契約確認書類及び支払確認書類を提出してください。 

 

⑦  クレジットカード払いの場合、申請事業主名義のカードのみを対象とします。支給申請日の前

日までに決済が完了したことが確認できる書類を提出してください。 

 

⑧ 支給対象経費の金額、内容、支払い方法、取引の形態等によっては、それらの内容を確認で

きる書類の提出を別途求めることがあります。 

 

 

 
３ 高年齢者雇用安定法第８条又は第９条第１項の規定について 

 

「第８条」とは、60 歳以上の定年を定めていること、「第９条第１項」とは、65 歳までの安定した

雇用を確保するために、①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止のいず

れかの措置を講じていることをいいます。「第８条」又は「第９条第１項」のいずれか一方でも違反が

あれば支給対象事業主となりません。 

違反していないことの確認は、労働協約又は就業規則に明記されているかどうかによって行い

ます。実際には継続雇用等行っていたとしても、就業規則等に明記されていない場合は、支給対

象事業主となりません。 
 
また、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律(平成 24 年 9 月 5 日

法律第 78 号。以下「改正高年齢者雇用安定法」という。)では、経過措置として、継続雇用制度の

対象者を限定する基準を年金支給開始年齢以上の者について定めることが認められています。

基準の対象年齢は３年毎に１歳ずつ引き上げられますので、基準の対象年齢を明確にするため、

就業規則の変更が必要になります。 

なお、この経過措置は、改正高年齢者雇用安定法が施行されるまで（平成 25 年 3 月 31 日ま

で）に労使協定により継続雇用制度の対象者を限定する基準を定めていた場合に限ります。（９～

10 頁「参考１」「参考２」参照） 
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参考１ 

【参考条文】 

（定年を定める場合の年齢） 

第８条 事業主がその雇用する労働者の定年（以下単に「定年」という。）の定めをする場合には、当該 定年

は、60 歳を下回ることができない。ただし、当該事業主が雇用する労働者のうち、高年齢者が従事するこ

とが困難であると認められる業務として厚生労働省令で定める業務に従事している労働者については、こ

の限りでない。 

 

（高年齢者雇用確保措置） 

第９条 定年（65 歳未満のものに限る。以下この条において同じ。）の定めをしている事業主は、その雇用す

る高年齢者の 65 歳までの安定した雇用を確保するため、次の各号に掲げる措置（以下「高年齢者雇用

確保措置」という。）のいずれかを講じなければならない。 

一   当該定年の引上げ 

二   継続雇用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後も引き続

いて雇用する制度をいう。以下同じ。）の導入 

三   当該定年の定めの廃止 

２  継続雇用制度には、事業主が、特殊関係事業主（当該事業主の経営を実質的に支配することが可能

となる関係にある事業主その他の当該事業主と特殊の関係のある事業主として厚生労働省令で定める

事業主をいう。以下この項において同じ。）との間で、当該事業主の雇用する高年齢者であってその定年

後に雇用されることを希望するものをその定年後に当該特殊関係事業主が引き続いて雇用することを約

する契約を締結し、当該契約に基づき当該高年齢者の雇用を確保する制度が含まれるものとする。 

 

 

附則（平成 24 年９月５日法律第 78 号） 

（経過措置） 

３    この法律の施行の際現にこの法律による改正前の第９条第２項の規定により同条第１項第２号に掲げ

る措置を講じたものとみなされている事業主については、同条第２項の規定は、平成 37 年３月 31 日まで

の間は、なおその効力を有する。この場合において、同項中「係る基準」とあるのは、この法律の施行の

日から平成 28 年３月 31 日までの間については「係る基準（61 歳以上の者を対象とするものに限る。）」

と、同年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間については「係る基準（62 歳以上の者を対象とするも

のに限る。）」と、同年４月１日から平成 34 年３月 31 日までの間については「係る基準（63 歳以上の者を

対象とするものに限る。）」と、同年４月１日から平成 37 年３月 31 日までの間については「係る基準（64 歳

以上の者を対象とするものに限る。）」とする。 
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参考２ 

Q １-1：改正高年齢者雇用安定法においては、事業主が高年齢者雇用確保措置として継続雇用制度を導

入する場合には、希望者全員を対象とするものにしなければならないのですか。 

A 1-1：事業主が高年齢者雇用確保措置として継続雇用制度を導入する場合には、希望者全員を対象とす

るものにしなければなりませんので、事業主が制度を運用する上で、労働者の意思が確認されること

になると考えられます。 

ただし、改正高年齢者雇用安定法の施行されるまで（平成２５年３月３１日）に労使協定により継続

雇用制度の対象者を限定する基準を定めていた事業主については、経過措置として、老齢厚生年

金の報酬比例部分の支給開始年齢以上の年齢の者について継続雇用制度の対象者を限定する

基準を定めることが認められています。 

なお、心身の故障のため業務に堪えられないと認められること、勤務状況が著しく不良で引き続

き従業員としての職責を果たし得ないこと等就業規則に定める解雇事由又は退職事由（年齢に係る

ものを除く。）に該当する場合には、継続雇用しないことができます。ただし、継続雇用しないことに

ついては、客観的に合理的な理由があり、社会通念上相当であることが求められると考えられること

に留意が必要です。 
     （参考）老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢 

平成 25 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日まで ： 61 歳 

平成 28 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで ： 62 歳 

平成 31 年 4 月 1 日から平成 34 年 3 月 31 日まで ： 63 歳 

平成 34 年 4 月 1 日から平成 37 年 3 月 31 日まで ： 64 歳 

 

Q 1-2：当分の間、６０歳に達する労働者がいない場合でも、継続雇用制度の導入等を行わなければならな

いのでしょうか。 

A 1-2：高年齢者雇用安定法は、事業主に定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の高年齢者雇用確保措

置を講じることを義務付けているため、当分の間、６０歳以上の労働者が生じない企業であっても、６

５歳までの定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の措置を講じていなければなりません。 

 

Q 2-2：就業規則において、継続雇用しないことができる事由を、解雇事由又は退職事由の規定とは別に

定めることができますか。 

A 2-2：法改正により、継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みが廃止されたことから、定年時に継続雇

用しない特別な事由を設けている場合は、高年齢者雇用安定法違反となります。ただし、就業規則

の解雇事由又は退職事由と同じ内容を、継続雇用しない事由として、別に規定することは可能であ

り、例えば以下のような就業規則が考えられます。 

なお、就業規則の解雇事由又は退職事由のうち、例えば試用期間中の解雇のように継続雇用し

ない事由になじまないものを除くことは差し支えありません。しかし、解雇事由又は退職事由と別の

事由を追加することは、継続雇用しない特別な事由を設けることになるため、認められません。 

 

【就業規則の記載例】 

（省略） 
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４ 対象被保険者について 
 

支給申請日の前日において、以下の（１）から（３）のすべてに該当する者（以下「対象被保険者」と

いう。）が１人以上いることをいいます。 
 
（１） 支給申請日の前日において、当該事業主に各職種等における常時雇用する労働者として１

年以上継続して雇用されている者であって 60 歳以上の被保険者であること。 
 

（２） （ｲ）「期間の定めのない労働契約を締結する労働者」、又は（ﾛ）「期間の定めのない労働契

約の定年後に継続雇用制度（希望者全員を対象としたものに限らない。）により引き続き雇用

されている者」であること。 

ただし、改正前の労働協約又は就業規則における定年前の労働者又は定年後に継続雇用

制度により引き続き雇用されている者であり、かつ支給申請日の前日において定年前の労働

者（定年の定めの廃止が適用される者を含む。）又は定年後の継続雇用者であることが、提出

された書類により確認できる者に限る。 
 
     （ｲ）「期間の定めのない労働契約を締結する労働者」とは 

改正前の就業規則において、例えば、定年年齢を 65 歳と規定している場合、定年前の

60 歳から 65 歳までの無期雇用労働者をいいます。 
 

     （ﾛ）「定年後に継続雇用制度により引き続き雇用されている者」とは 

改正前の就業規則において、例えば、定年年齢 60 歳、継続雇用年齢 65 歳と規定して

いる場合、定年前から雇用されており、就業規則に規定された継続雇用制度により定年後

も引き続き雇用されている 60 歳から 65 歳までの年齢の者をいいます。 
 
よって、以下の者は対象となりません。 

①定年年齢以上の年齢で、個別の雇用契約により新たに雇用された者 

②定年年齢以上の年齢で、有期契約労働者から無期雇用労働者に転換された者 

③労働協約又は就業規則に規定された制度を適用せず、個別対応により雇用している者 

④定年前から引き続き雇用しているが、労働協約又は就業規則に規定された継続雇用年

齢以上の年齢まで継続雇用している者 

⑤「定年後に継続雇用制度により引き続き雇用されている者」以外の有期契約労働者 

 
（３） 職種別（事務職、専門職等）に労働協約又は就業規則を定めている場合は、定年の引上げ

等の制度を規定した労働協約又は就業規則の対象職種の者であること（１つの労働協約又は

就業規則で職種別に異なる制度を規定している場合も同様とする）。 
 
職種等別の例 
 １：事務職と専門職でそれぞれ就業規則を定めており、改正前の就業規則において、事務職

は定年年齢 60 歳、継続雇用年齢 65 歳、専門職は定年年齢 65 歳と規定していたが、事

務職の就業規則のみ改正し、定年年齢 65 歳とした場合は、事務職の就業規則において

定年年齢を規定していた者のみが対象となります（12 頁例４参照）。 

 ２：改正前の就業規則において「パートタイマーについては適用しない」又は「パートタイマー

については別途定める」としているが、別途定めているものはなく、正規従業員の就業規則

を準用している場合、パートタイマーの者は改正前の就業規則の対象職種の者とならない

ため対象外となります。 
 

表 6【対象被保険者の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１ 

実施した制度 
（就業規則による定年

の引上げの実施） 

（改正前）定年 65 歳 

（改正後）定年 68 歳 

対象被保険者と

なりうる者 

a)期間の定めのない労働契約を締結する定年前の 60 歳から 65 歳の者 

対象被保険者と

はならない者(例) 

b)就業規則改正の１年前に 66 歳で新たに期間の定めのない雇用契約を

締結した者（上記（2）①就業規則改正前の時点では就業規則に規定された定年年齢の範

囲外となっている） 
ｃ)就業規則には規定されていないが、運用により定年後継続雇用している

67 歳の者（上記（2）③） 

d)62 歳の有期契約労働者（上記（2）⑤） 
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例２ 

実施した制度 
（就業規則による定年

の引上げの実施） 

（改正前）定年 60 歳、希望者全員継続雇用 62 歳、労使協定に基づく基準該当者 65 歳  

（改正後）定年 65 歳（ただし、従前の規定により継続雇用されている者の取

扱いについては従前の規定による） 

対象被保険者と

なりうる者 

a)改正前就業規則の希望者全員継続雇用により定年後に引き続き雇用さ

れている 60 歳から 62 歳の者 

b)改正前就業規則の労使協定に基づく基準該当者として定年後に引き続

き雇用されている 62 歳から 65 歳の者 

対象被保険者と

はならない者

(例) 

ｃ)就業規則には規定されていないが、運用により継続雇用している 66 歳の

者（11 頁 4（2）④） 

ｄ)61 歳から有期契約労働者として働いている 63 歳の者（11 頁 4（2）⑤） 

例３ 

実施した制度 
（就業規則による継続

雇用制度の導入） 

（改正前）定年 60 歳、希望者全員継続雇用 65 歳、会社が必要と認める者 67 歳  

（改正後）定年 60 歳、希望者全員継続雇用 67 歳 

対象被保険者と

なりうる者 

a)改正前就業規則の希望者全員継続雇用により定年後に引き続き雇用さ

れている 65 歳までの者 

b)改正前就業規則の会社が必要と認める者として定年後に引き続き雇用さ

れている 65 歳から 67 歳の者 

対象被保険者と

はならない者(例) 

ｃ) 62 歳で新たに雇用された者（11 頁 4（2）①） 

ｄ) 58 歳から有期契約労働者として働いている 61 歳の者（11 頁 4（2）⑤） 

例４ 

実施した制度 
（就業規則による定年

の引上げ） 

（改正前）事務職就業規則：定年 65 歳 

      医師・看護師就業規則：定年 70 歳 

（改正後）事務職就業規則：定年 70 歳 

医師・看護師就業規則：定年 70 歳（就業規則の変更なし） 

対象被保険者と

なりうる者 

a)期間の定めのない労働契約を締結する定年前の 60 歳から 65 歳の者で

あり、事務職就業規則の適用を受ける者 

対象被保険者と

はならない者

（例） 

b)医師・看護師就業規則の適用を受ける者（11 頁 4（3）に該当しないため） 

例 5 

実施した制度 
（就業規則による定年

の定めの廃止） 

（改正前）定年 70 歳 

（改正後）定年の定めの廃止 

対象被保険者と

なりうる者 

a)期間の定めのない労働契約を締結する定年前の 60 歳から 70 歳の者 

対象被保険者と

はならない者(例) 

ｂ)就業規則には規定されていないが、運用により継続雇用している 72 歳

の者（11 頁 4（2）③） 

ｃ) 有期契約労働者として働いている 65 歳の者（11 頁 4（2）⑤） 
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５ 申請手続 

（１）支給申請 

助成金の支給を受けようとする事業主は、支給申請書(様式第１号)に、必要書類を添付し、定年の引

上げ等の制度の実施日の翌日から起算して 2 か月以内に、支部高齢・障害者業務課等を経由して機構

本部に提出してください。 

 
（２）代理人等の取扱いについて 

 

① 事業主が代理人を選任する場合 

事業主は、代理人を選任して、助成金の支給申請等を行わせることができます(※７)。 

この場合、代理人は、支給申請書等に代理人の住所及び連絡先電話番号を記載し、記名押印又は

自署による署名を行うとともに、その代理する事業主等の住所及び氏名（事業主等が法人である場合には、

主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名）（事業主等の印は不要）を記すものとします。 

また、支給申請書等の受理に当たっては、正当な権限のある代理人であるか否かを確認するため、

委任状の写しの提出を求めることとします。ただし、事業主等が法人である場合であって、 当該法人の

役員（代表者以外の者に限る。）又は従業員が代理人である場合は、当該代理人が事業所の長である場

合に限り、委任状の写しの提出は不要とすることとします。 
 
      （※７）代理人が報酬を得て支給申請等を行った場合、社会保険労務士法違反として処罰される場合

があります。同法違反について疑義が生じた場合は、関係機関に確認することがあります。 
 

② 事業主が提出代行者又は事務代理者として、社会保険労務士を選任する場合 

   社会保険労務士が、社会保険労務士法（昭和 43 年法律第 89 号）第２条第１項第１号の２又は第１

号の３に基づき、「提出代行者」又は「事務代理者」として支給申請書等の提出を行う場合には、社会

保険労務士法施行規則（昭和 43 年厚生省・労働省令第１号）第 16 条から第 16 条の３までの規定に

基づき、支給申請書等に事業主等の記名押印又は署名をさせることに加え、社会保険労務士の住所

及び連絡先電話番号を記載し、「提出代行者」又は「事務代理者」と表示し、かつ、社会保険労務士

の名称を冠して記名押印しなければなりません。 
 
       なお、本助成金の提出代行に関する経費については、６頁の制度を規定した際に要した経費には

該当しませんのでご注意ください。 

 
（３）申請書等に不備があった場合の取扱い  

支部高齢・障害者業務課等は、支給申請書が提出されたときは、①支給申請期間内に提出されてい

ること、②所要の事項が記載されていること、及び③所要の添付書類が添付されていることを確認の上、

受理します。  

上記②又は③に不備があった場合、支部長は相当の期間を定めて、事業主に補正を求めます。指定

された期間内に事業主が補正を行わない場合、支部長は１か月以内に補正を行うよう書面で求めます。

事業主が期限までに補正を行わない場合、２頁の「支給対象事業主の要件」の（８）（審査に協力する事

業主）を満たさないものとし、不支給の決定を行います。 

 
（４）実地調査  

申請内容の確認のため、支給申請書提出後、実地調査を行う場合があります。 

実地調査に協力頂けない場合、２頁の「支給対象事業主の要件」の（８）(審査に協力する事業主)を満

たさないものとし、不支給の決定を行います。 
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６ 支給決定 

（１）支給決定 

機構理事長は、事業主から提出のあった支給申請書及び添付書類の内容を審査し、支給又は不支

給の決定を行います。 

機構理事長は、助成金の支給を決定したときは、65 歳超雇用推進助成金支給決定通知書により、ま

た、不支給を決定したときは、65 歳超雇用推進助成金不支給決定通知書により、支給申請を行った事

業主に通知します。 
 
（２）支給方法等 

助成金の支給は、事業主が指定する金融機関の口座(主に事業の用に供する口座）への振込により

行います。 

なお、指定口座への振込は、支給決定日から概ね２週間になります。 

 

（３）書類の保管について 

事業主は、機構に提出又は提示した支給申請書及び添付書類等の写しを、支給決定がされた時か

ら５年間保存しなければなりません。 

 

 

 

７ 併給調整 
（１） 助成金の支給を受けることができる事業主が、過去に高年齢者雇用安定助成金のうち定年引上げ等

の措置に関して支給を受けた場合には、助成金は支給しません(※８)。 

 

      （※８） 具体的な措置の内容（定年の引上げ、継続雇用制度の導入の別、又は定年等の年齢）が

異なる場合であっても、「定年引上げ等の措置」について高年齢者雇用安定助成金の支給

を受けたことがある場合は支給しません。 

 

（２） 助成金の支給を受けることができる事業主が、同一の事由により、他の国又は地方公共団体等の補

助金等(※９)の支給を受けた場合には、当該支給事由によっては、助成金は支給しません。 

 

   （※９） 当機構の生涯現役をめざす職場づくり研究及び高年齢者雇用アドバイザーが実施する企画

立案を含みます。 

 

 

 

８ 返還 

助成金の支給を受けた事業主が、次の①又は②のいずれかに該当する場合は、当該①又は②に掲げる

額に係る支給決定を取り消し、返還していただきます。 

 

① 偽りその他不正の行為によって助成金の支給を受けた場合  

支給した助成金の全部又は一部 

（返還金額には民法第 704 条の規定により、民法第 404 条に定める法定利率年５％の延滞金が

発生します） 

② 助成金の支給すべき額を超えて助成金の支給を受けた場合 

当該支給すべき額を超えて支払われた部分の額 
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第４ 提出書類 
支給申請に当たっては、次の書類を提出してください。 

申請書等に不明な点がある場合、助成金の支給はできません。 

（１）、（5）、（7）、（14）については、押印した原本（正）１部とそのコピー２部を合わせて提出してください。 

支部高齢・障害者業務課等で受理後、１部を事業主控えとしてお返しします。 
 

提出書類 提出書類の作成方法等 

（１）65歳超雇用推進助成金支給申請書 

（様式第１号）（３種類） 

 ・様式第１号（1） 

・様式第１号（2） 

・様式第１号別紙「定年の定め等確認書」  

３部（原本１部、コピー２部） 

 

19頁～24頁の記入方法を参照して作成してください。 

※様式第１号（2）は、対象被保険者が１人以上いることを確認しま

す。提出は１名分でも、複数名分でも構いません。複数名分を

提出する場合は別葉で作成のうえ、下記（８）（９）（10）の書類に

ついても該当者すべてについて提出してください。記載された者

が対象被保険者と認められない場合は再度別の者について提

出していただくことになります（ほかに対象者がいない場合は不

支給となります）。 

（２）登記事項証明書（写） 

２部   

 

 

登記事項証明書（写）（支給申請日から３か月前の日までの間に発行

されたもの）を提出してください。登記事項証明書が提出できない場合

は、事業内容が確認できる定款、会社概要パンフレット等を提出してく

ださい。個人事業主の場合は開業届（写）を提出してください。 

（３）定年及び継続雇用制度が確認できる労働

協約、労働基準監督署に届け出た就業規

則等（写）                   ２部 

就業規則が、①社員、パート、嘱託ごとに定

められている場合や、②事業所ごとに定め

られている場合は、すべての就業規則 

定年の引上げ等の制度の実施日から起算して１年前の日から支給申

請日の前日までの期間における、定年及び継続雇用制度が確認できる

次の書類（定年の引上げ等の制度を実施した後のものを含む） 
 

【労働者の数が常態として10人以上の事業場】 

・労働協約 定めている場合提出 

・労働基準監督署に届出済の就業規則 必須 

【労働者の数が常態として10人未満の事業場】 

 ■定年の引上げ等の制度の実施後（改正後）における確認 

   ・労働協約 定めている場合提出 

・労働基準監督署に届出済の就業規則 必須 
 

■定年の引上げ等の制度の実施前（改正前）における確認 

・労働協約 定めている場合提出 

・労働基準監督署に届出済の就業規則 届出済の場合提出 

・労働基準監督署に届け出ていない就業規則及び「旧就業規則に

関する申立書（補助様式 1）」（従業員全員の署名又は記名押印

したもの） 届出していない場合提出 

※ 企業全体において、高年齢者雇用安定法第８条又は第９条第１項の

規定に違反していないか確認します。就業規則とは別に、労働協約

を締結している場合は、両方を提出してください。 

※労働協約については、事業主と労働組合代表者の記名押印があるも

のを提出してください。 

※労働基準監督署に届出済の就業規則については、受領印のあるも

ので、従業員の意見書の写しが付されたもの（賃金を別に規定してい

る場合は、その規定を含む）を提出してください。 

※ 65 歳までの高年齢者雇用確保措置を、基準該当者を対象とする継

続雇用制度（改正法に規定する経過措置に基づくものに限る。）によ

り講じている期間がある場合は、当該基準を定めた全ての労使協定

書 (写)も提出してください。 

※ 新旧対照表だけでなく、すべての条文が確認できるものを提出してく

ださい。ただし、変更前のものによりすべての条文の確認が可能な場

合は、変更後について、新旧対照表のみの提出でも構いません。 

定年及び継続雇用制度の確認

ができない場合（条文の表現が曖

昧な場合を含む）は、要件を満たさ

ないため、支給対象事業主 となり

ません。 

【労働者の数が常態として 10 人以上

の事業場】 

時として 10 人未満になることはあって

も、常態として 10 人以上の労働者を

使用している場合も当てはまります。

なお、労働者の中にはパートタイム労

働者やアルバイトも含まれます。 
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（４）過去最高の定年年齢等が確認できる労

働協約、労働基準監督署に届け出た就業

規則等（写）                ２部 

  (右記に該当する場合のみ提出) 

様式第１号（1）（15頁の第 4提出書類（1）及び 19頁の記入方法参

照）の２に記載した過去最高の定年年齢等を規定した労働協約又は就

業規則が、上記（３）で提出したものに含まれない場合は、提出してく

ださい。 

（５）旧就業規則に関する申立書      

（補助様式 1） ３部（原本１部、コピー２部） 

  (右記に該当する場合のみ提出) 

労働者の数が常態として 10人未満の事業場において、上記（３）の

旧就業規則を労働基準監督署に届け出ていない場合は、従業員全員

の署名又は記名押印のうえ提出してください。 

（６）雇用保険適用事業所設置届事業主控

（写）又は雇用保険事業主事業所各種変更

届事業主控（写）           ２部 

 

最新のものを提出してください。 

複数の雇用保険適用事業所を有する場合は、すべての適用事業所

について提出してください。 

事業所が複数の都道府県にまたがる場合も、すべての事業所につい

て提出してください。 

（７）雇用保険適用事業所等一覧表     

（補助様式２）  ３部（原本１部、コピー２部） 

  (右記に該当する場合のみ提出) 

複数の雇用保険適用事業所又は労働保険番号を有する場合は、27

頁の記入方法を参照して作成してください。 

事業所が複数の都道府県にまたがる場合もすべての事業所につい

て記入してください。 

（８）対象被保険者の雇用保険被保険者資格

取得等確認通知書（写）等       ２部 

様式第１号（2）（15頁の第 4提出書類（1）及び 21頁の記入方法参

照）の「６ 対象被保険者」に記載した者について、雇用保険被保険者資

格取得等確認通知書（020） (写）又は事業所別被保険者台帳（写）を提

出してください。 

（９）対象被保険者の雇用契約書、労働条件

通知書等（写）               ２部 

  (右記に該当する場合のみ提出) 

様式第１号（2）の「8対象被保険者の雇用形態」が「2 ： 定年後継続雇

用制度の適用中」（定年後に継続雇用制度により引き続き雇用）の場合

は、支給申請日の前日から起算して 1年分の対象被保険者の雇用契

約書、労働条件通知書等、労働条件が確認できる書類（写）を提出して

ください。 

（10）対象被保険者の出勤状況が確認できる

次の書類（写）               ２部 

① 賃金台帳（写） 

② 出勤簿（写） 

様式第１号（2）（15頁の第 4提出書類（1）及び 21頁の記入方法参

照）の「６ 対象被保険者」に記載した者について、以下の①及び②の書

類（写）を提出してください。 

①最新の賃金台帳１か月分 

②①の賃金台帳の算定期間及び算定期間から支給申請日の前日ま

での間の出勤簿 

（11）1 年以上継続して雇用されていることが

確認できる次の書類 

  ① 労働者名簿（写） 

  ② 賃金台帳（写） 

(右記に該当する場合のみ提出) 

 

様式第１号（2）（15頁の第 4提出書類（1）及び 21頁の記入方法参

照）の「６ 対象被保険者」に記載した者の雇用保険資格取得日が支給

申請日の前日から起算して1年未満の日である場合は、「支給申請日

の前日から起算して 1年前の日」から「雇用保険資格取得日」までの期

間の①②を提出してください。 

対象被保険者については、11 頁の「４ 対象

被保険者について」を確認してください。 
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（12）経費の支払いを確認できる次の書類(写)

                     ２部 

① 契約確認書類 

② 支払確認書類 

③ 履行確認書類 

①契約確認書類 

 契約書（又は請書） 

※契約内容等について、対象経費に該当する部分がわかるよう
に、マーカー（印）をつけて提出してください。契約内容等が明ら
かに対象経費に該当しない場合は支給対象となりません。 

②支払確認書類 
支払方法、金額、支払完了日、支払先、支払が完了した事実が
確認できる次の書類 

 
（a）現金の場合 

領収書、現金出納帳 
（b）銀行振込の場合 

銀行振込受領書、金融機関の通帳記入部分（又は入出金
明細） 

 （c）現金振込の場合 
   振込明細、現金出納帳 
（ｄ）口座振替の場合 
    金融機関の通帳記入部分 
（e）手形・小切手の場合 
   領収書、当座勘定照合表、半券 

③履行確認書類（該当するもののみ提出） 

  (a） 納品物がある場合 
納品物（就業規則、賃金規程等） 

(b) 相談等の場合 
相談・指導等を受けた日時、相談者、相談内容等が確認でき

る資料（議事録、相談資料等） 

（13）預金通帳(写)等、助成金の振込先口座

の確認ができる書類          ２部 

事業所等名義の振込先口座（主に事業の用に供する口座）が確認

できるものを提出してください。 

（14）支給要件確認申立書（65 歳超雇用推

進助成金）（共通要領 様式第１号） 

 ３部（原本１部、コピー２部）  

 

29頁を参照して、支給申請日の前日における状況を記載してくださ

い。 

※宛先が「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長

（   ＿支部長）」となっているか確認のうえ提出してください。（厚生

労働省のホームページに掲載されている雇用関係助成金の共通要

領様式第１号は、宛先が「   労働局長（   公共職業安定所長）」

となっています。当機構のホームページからダウンロードしていただ

くか、記載例を参考に宛先等を修正して提出してください。） 

（15）その他記載事項を確認する書類 ２部       その他、記載事項を確認するため、必要に応じて書類の提出又は

提示を求めることがあります。 

（16）委任状（写）              ２部 

  (右記に該当する場合のみ提出) 

代理人による申請を行おうとする事業主は、委任状の写しを提出し

てください。 

※代理人については、13頁の第３の 5（2）「代理人等の取扱いについ

て」参照。 

 

経費が適正に支払われたことを確認す

るために必要です。 

「第３ ２（1）対象となる経費 及び（2）経

費の確認方法」（6頁）を必ず確認してく

ださい。 
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（メモ）



第５　支給申請書等の記入方法
１　65歳超雇用推進助成金支給申請書（様式第１号）

１①欄 支給申請書を提出する日を記入してください。

１②欄 申請を行う企業の主たる事業所の雇用保険適
用事業所番号を記入してください。「主たる事務所」とは、
法人の場合は登記簿上の本店、個人の場合は開業届
に記載した事業所になります。

１③欄 支店等を含む企業全体としての雇用保険事業

所の合計数を記入してください。複数ある場合は、補助

様式2「雇用保険適用事業所等一覧表」を合わせて提

出してください。 

１⑤欄 申請する事業主の代表者の職名と氏名を記入
し、印鑑登録された代表者の印を押印してください。代
理人に委任される場合は、当欄に代表者印の押印は
必要ありません。 

１⑥欄 主たる事務所の所在地及び電話番号を記入してください。「主
たる事務所」とは、法人の場合は登記簿上の本店、個人の場合は開
業届に記載した事業所になります。「主たる事務所」（本店）の所在地
と、登記事項証明書等の所在地が異なる場合（例えば、支社、支店等
が実質的な法人としての活動を行っている等）は、その理由を記した
申立書を添付してください。

１⑦欄 常時雇用する労働者数は、２か月を超えて使用される者であ
り、かつ、週当たりの所定労働時間が、当該事業主に雇用される通常
の労働者と概ね同等である者の数を記入してください。事業所内の労
働者数ではなく、法人全体の労働者数を記入してください。

１⑧⑨欄 31頁の日本標準産業分類に基づく産業分類
（中分類番号）及び業種区分を記入してください。１⑩欄 企業全体において、過去に受給していない場合はチェックを

つけてください。受給している場合は支給対象となりません。受給した
額は問いません。

１⑪欄 企業全体において、本助成金の申請内容と同
一の事由にあたる可能性のある⑩欄以外の助成金等
の受給（申請）の有無について、いずれかに○をつけて
ください。有の場合は、受給（申請）した助成金の名称を、
⑫欄に記入してください。

２①欄 平成28年10月19日以降に定年の引上げ等の制度を実施（改
正）した労働協約又は就業規則等の名称を記入してください。複数あ
る場合はすべて記載してください。

１②欄 ①欄に記載した就業規則等以外の就業規則等
の有無について、いずれかに○をつけてください。有の
場合は、就業規則等の名称を記入してください。

２③欄 法人等の設立日から、平成28年10月19日以降に定年の引上
げ等の制度を実施する前（改正前）までの間の労働協約又は就業規
則等における定年年齢等のうち、最も高い年齢及び当該定年年齢等
の実施年月日を記入してください。定年年齢等が就業場所、職種及び
勤務形態等の区分により異なる場合は最も低い区分の年齢を、定年
年齢等を従業員が自由に選択できる制度の場合は選択可能な最も
高い年齢を記入してください。「実施年月日」とは、制度の実施日（施
行日）をいいます。複数の労働協約又は就業規則で同年齢である場
合は、新しい日付の施行日を記入してください。

２④欄 支給申請日の前日における定年年齢等（平成28年10月19日
以降に労働協約又は就業規則による定年の引上げ等の制度を実施
した後（改正後）の定年年齢等）及び実施年月日を記入してください。
年齢を変更していない場合は③の年月日と同じものを記入してくださ
い。なお、就業規則は労働基準監督署に届け出し、事業所の労働者
に周知したものに限ります。「定年の定めの廃止」の場合は「99」歳と
記入してください。実施した制度が支給要件に該当するか、必ず4～6
頁を確認してください。

現在（改正後）の「定年年齢」「希望者全員を対象とした
継続雇用年齢」が、過去最高の年齢を上回っている場
合はチェックをつけてください。過去に定年を廃止して
いる場合又は定年を定めていない場合は過去最高を
上回ることとなりません。過去最高の年齢を上回ってい
ない場合は支給対象となりません。

３欄 ２欄の平成28年10月19日以降に定年の引上げ等の制度を規定
した際（改正の際）の経費の内容等を記入してください。対象経費に該
当するか必ず6～8頁を確認してください。③欄の「支払完了日」につい
ては、支払が完了した日（小切手等の場合は決裁日）を記入してくださ
い。

４（A）欄 実施した制度にチェックしてください。定年の
引上げと希望者全員を対象とした継続雇用制度の両方
を実施した場合は、両方にチェックを入れてください。各
制度の要件は、4～6頁を確認してください。 

４（B）欄 A欄でチェックした制度のうち最も高い金額を
記入してください（合計額ではありません）。

５②欄及び④欄 右詰で記入してください。 

５⑦欄 法人の場合は法人名義の口座、個人事業主の
場合は、当該個人名義の、日常的に事業活動に使用さ
れている（私的な口座でないもの）を指定してください。
また、全国銀行協会に加盟する金融機関口座を指定し
てください。また、預金通帳(写)等、口座の確認ができ
る書類をあわせて提出してください。 

提出代行者、事務代理者又は代理人が提出する場合、「提出代行
者・事務代理者・代理人」欄に記入・押印等をしてください。
「代理人を選任する場合」又は「提出代行者又は事務代理者として、
社会保険労務士を選任する場合」の取扱いについては13頁を確認し
てください。
代理人が提出する場合、１⑤欄に押印は不要です。

１９ ２０



２　65歳超雇用推進助成金支給申請書（様式第１号（2））
記載する者が対象被保険者に該当するか、必ず11頁を確認してください。 
対象被保険者が１人以上いることを確認します。提出は１名分でも、複数名分でも構いません。複数名分を提出する場合は別葉で作成してください。

記載された者が対象被保険者と認められない場合は再度別の者について提出していただくことになります（ほかに対象者がいない場合は不支給となります）。

①欄 対象被保険者本人が署名又は記名・押
印してください。

④⑤欄 ①の対象被保険者の所属する事業所名、雇
用保険適用事業所番号を記入してください。事業所が
複数ある場合は補助様式2雇用保険適用事業所等一
覧表に記載したものと齟齬がないか確認してください。

⑥⑦欄 支給申請日の前日における対象被保
険者について雇用保険被保険者資格取得等
確認通知書（020） （写）又は事業所別被保険
者台帳（写）に基づき記載してください。
また、合わせて対象被保険者の雇用保険被保
険者資格取得等確認通知書（020） （写）又は
事業所別被保険者台帳（写）を提出してくださ
い。

⑧欄 「期間の定めのない労働契約を締結す
る定年前の労働者」である場合は「1」に、「定
年後に継続雇用制度により引き続き雇用され
ている者」である場合は「2」に○をつけてくださ
い。
定年を廃止した場合の期間の定めのない労
働者についても「1」に○をつけてください。 

改正前の労働協約又は就業規則における定
年前の労働者又は定年後に継続雇用制度に
より引き続き雇用されている者であり、かつ支
給申請日の前日において定年前の労働者又
は定年後の継続雇用者であることが確認でき
る者に限ります（11頁参照）。 

「2：定年後継続雇用制度の適用中」を選択し
た場合は雇用契約書、労働条件通知書等、労
働条件が確認できる書類（写）をあわせて提出
してください。

⑩欄 職種等の区分別に就業規則等を定めている場
合は、対象被保険者に適用される就業規則等及び規
程等の名称を記載してください。
就業規則等は１つで、職種等の区分により定年年齢等
の制度が異なる場合は、職種等の名称についても記
入してください。

職種等の区分別に定めている場合は、定年の引上げ
等を実施した区分の制度の対象者でない者は対象被
保険者となりません。

⑨欄 ⑧で「1」を選択した場合は定年退職予定日を、
「2」を選択した場合は定年退職した日を記入してくださ
い。
ただし、定年を廃止した場合は記入不要です。

⑧～⑩欄を修正する場合は、対象被保険者本人の訂
正印が必要です。

２１ ２２



３　定年の定め等確認書（様式第１号別紙）

様式第1号（1）の「④事業主の名称」を記入してください。 

事業場名に記載した事業場の労働者代表が記名押
印してください。

様式第1号（1）の「⑤代表者の職名・氏名」と同様に、
申請する事業主の代表者の職名と氏名を記入し、
印鑑登録された代表者の印を押印してください。

複数の事業場を有する場合は、事業場毎に１枚ず
つ作成してください。
ただし、労働基準監督署に就業規則の本社一括の
届出をしている場合であって、届出事業場一覧表等
届出の際に提出したものの写しを提出でき、他に規
定しているものがない場合は、事業場毎の作成は
不要です。
また、常時10人未満の労働者を使用している事業
場が多数存在する場合であって、本社機能を有して
いる事業場の就業規則を周知している場合は、そ
の旨(2)に記載してください。 

労働協約又は就業規則の名称を記入してください。継続雇用制度が
別規程に定められている場合は、規程も記載してください。

就業規則等の適用範囲について、就業規則等に記載されている適用
範囲を記入してください。

労働基準監督署への届出の有無について、いずれかに○をつけてく
ださい。定年の引上げ等の制度実施後の就業規則について、労働基
準監督署に届け出ていない場合は支給対象となりません。
また、労働者の数が常態として10人以上の事業場については、改正
前の就業規則についても、労働基準監督署に届け出ていない場合は
支給対象となりません。
労働者の数が常態として10人未満の事業場について、改正前の就業
規則を労働基準監督署に届け出ていない場合は、「旧就業規則に関
する申立書（補助様式1）」（従業員全員の署名又は記名押印したも
の）を合わせて提出してください。

就業規則等に記載された定年及び継続雇用制度に
ついて記載してください。
65 歳までの高年齢者雇用確保措置を、基準該当者
を対象とする継続雇用制度（改正法に規定する経
過措置に基づくものに限る。）により講じている期間
がある場合は、当該基準を定めた全ての労使協定
書 (写)も提出してください。 

２３ ２４



４　旧就業規則に関する申立書（補助様式１）

「事業場名」に記載した事業場の労働者代表が署名又は記名押印し

様式第1号（1）の「④事業主の名称」及び「⑤代
表者の職名・氏名」と同様に、申請する事業主
名、代表者の職名・氏名を記入し、印鑑登録さ
れた代表者の印を押印してください。

労働基準監督署に届け出ていない改正前の就業
規則についてのみ記載してください。
労働基準監督署に届け出た改正後の就業規則
については記載の必要はありません。

労働者の数が常態として10人未満の事業場で、定年の引上げ等の制度の実施前（改正前）の就業規則を労働基準監督署に届出していない場合は、届出していない就業規則とあわせ
て提出してください。定年の引上げ等の制度の実施後（改正後）の就業規則は、必ずを労働基準監督署に届出する必要があります。 
労働者の数が常態として10人未満の事業場であっても、改正前の就業規則を労働基準監督署に届出している場合は提出不要です。 

「事業場名」に記載した事業場の従業員全員が、署名又は記名押印
をしてください。
支給申請日の前日時点で退職している者、改正後の就業規則等の施
行日以降に当該事業場の従業員となった者は不要です。

２５ ２６



５　雇用保険適用事業所等一覧表（補助様式２）

様式第1号（1）の②「主たる事務
所の雇用保険適用事業所番
号」と同じ番号を記入してくださ

様式第1号（1）の「④事業主
の名称」及び「⑤代表者の
職名・氏名」と同様に、申請
する事業主名、代表者の職
名・氏名を記入し、印鑑登録
された代表者の印を押印し
てください。

常時雇用する労働者数は、
２か月を超えて使用される
者であり、かつ、週当たりの
所定労働時間が、当該事業
主に雇用される通常の労働
者と概ね同等である者の数
を記入してください。

複数の雇用保険適用事業所又は労働保険番号を有する場合に提出してください。 
事業所が複数の都道府県にまたがる場合もすべての事業所について記入してください。 

主たる事務所以外の雇用保険
適用事業所について記載してく
ださい。

様式第1号（1）の⑥「主たる事務
所の所在地」と同じ内容を記入
してください。

複数の労働保険番号を有
する場合は記入してください。

２７ ２８



６　支給要件確認申立書（65歳超雇用推進助成金）（共通要領様式第１号）

「３」は、65歳超雇用推進助成金（以下「助成金」という。）の支給申請

日から過去３年において、雇用保険二事業の助成金等に係る不正受

給を行ったことがあるかどうかについて、該当箇所に「○」を付けてく

ださい。

「不正受給」とは、偽りその他不正の行為により本来受けることのでき

ない助成金の支給を受け、又は受けようとすることをいいます。

「※１ 確認欄」は、機構が使用しますので記
入しないでください。

助成金の支給に係る事業所において、風俗
営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律第２条第４項に規定する接待飲食等
営業（同条第１項第１号に該当するものに限
る。）、同条第５項に規定する性風俗関連特
殊営業又は同条第１３項に規定する接客業
務受託営業（接待飲食等営業又は同条第６
項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営
む者から委託を受けて当該営業の営業所に
おいて客に接する業務の一部を行うこと（当
該業務の一部に従事する者が委託を受けた
者及び当該営業を営む者の指揮命令を受
ける場合を含む。）を内容とする営業に限
る。）を行っている事業主等であって、助成
金の支給を受けようとするもの（同条４項に
規定する接待飲食等営業又は同条第１３項
に規定する接客業務受託営業（接待飲食等
営業）を行っている事業主等であって、雇用
調整助成金の支給を受けようとするものを
除く）

「５」は、助成金の支給申請日の前日から起算して過去１年において、
労働基準法等の労働関係法令の違反により送検処分を受けているか
どうかについて、該当箇所に「○」を付けてください。

「７」における「役員等」とは、事業主等が個人である場合はその者、
法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体であ
る場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を
いいます。

必要事項を記載して、支給申請にあわせて提出してください。 

「３」～「８」で「はい」に「○」を付けた場合は、助成金の支給を受けることはできません。また、「９」で「いいえ」に「○」を付けた場合も、助成金の支給を受けることはできません。 
複数の雇用保険適用事業所を有する事業主についても、提出は１枚で構いませんので、企業全体の状況を記載してください。 

「２」は、様式第1号（1）の②「主たる事務所の雇用保険適用事業所番
号」と同じ番号を記入してください。

様式第1号（1）④の「事業主の名称」を記入してください。 

「８」における「倒産」とは、破産手続開始、再生手続開始、更生手続
開始又は特別精算開始の申し立てがされること等の事態をいいます。

「９」における「公表」については、表紙裏のご利用にあたっての注意
事項（４）を確認してください。

宛先が「独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構理事長」となっているか確認
してください。（厚生労働省のホームページ
に掲載されている雇用関係助成金の共通要
領様式第１号は、宛先が「   労働局長
（   公共職業安定所長）」となっています。
当機構のホームページからダウンロードして
いただくか、記載例を参考に宛先等を修正
して提出してください。）
支部長のところは、提出する都道府県支部
名を記入してください。

「代理人を選任する場合」又は「提出代行者
又は事務代理者として、社会保険労務士を
選任する場合」の取扱いについては13頁を
確認してください。

支給申請日の前日時点で申立を行ってください。

２９ ３０
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第６ 参考 

1 日本標準産業分類一覧（平成 25 年 10 月改訂版） 

大分類 中分類 大分類 中分類 

Ａ 農業、林業 01農業 

02林業 

Ｉ 卸売業、小売  

業 

50各種商品卸売業 

51繊維・衣服等卸売業 

52飲食料品卸売業 

53建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

54機械器具卸売業 

55その他の卸売業 

56各種商品小売業 

57織物・衣服・身の回り品小売業 

58飲食料品小売業 

59機械器具小売業 

60その他の小売業 

61無店舗小売業 

Ｂ 漁業 03漁業（水産養殖業を除く） 

04水産養殖業 

Ｃ 鉱業、採石

業、砂利採取業 

05鉱業、採石業、砂利採取業 

Ｄ 建設業 06総合工事業 

07職別工事業（設備工事業を除く） 

08設備工事業 

Ｅ 製造業 09食料品製造業 

10飲料・たばこ・飼料製造業 

11繊維工業 

12木材・木製品製造業（家具を除く） 

13家具・装備品製造業 

14パルプ・紙・紙加工品製造業 

15印刷・同関連業 

16化学工業 

17石油製品・石炭製品製造業 

18 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品製造業（別掲を除く） 

19ゴム製品製造業 

20なめし革・同製品・毛皮製造業 

21窯業・土石製品製造業 

22鉄鋼業 

23非鉄金属製造業 

24金属製品製造業 

25はん用機械器具製造業 

26生産用機械器具製造業 

27業務用機械器具製造業 

28電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 

29電気機械器具製造業 

30情報通信機械器具製造業 

31輸送用機械器具製造業 

32その他の製造業 

Ｊ 金融業、保険  

業 

62銀行業 

63協同組織金融業 

64貸金業、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業等非預金信用機関 

65金融商品取引業、商品先物取引業 

66補助的金融業等 

67保険業（保険媒介代理業、保険ｻｰﾋﾞｽ業を含む） 

Ｋ 不動産業、物品 

賃貸業 

68不動産取引業 

69不動産賃貸業・管理業 

70物品賃貸業 

Ｌ 学術研究、専

門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 

71学術・開発研究機関 

72専門ｻｰﾋﾞｽ業（他に分類されないもの） 

73広告業 

74技術ｻｰﾋﾞｽ業（他に分類されないもの） 

Ｍ 宿泊業、飲食ｻｰ 

ﾋﾞｽ業

75宿泊業 

76飲食店 

77持ち帰り・配達飲食ｻｰﾋﾞｽ業 

Ｎ 生活関連ｻｰﾋﾞｽ 

業、娯楽業 

78洗濯・理容・美容・浴場業 

79その他の生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 

80娯楽業 

Ｏ 教育、学習支援 

業 

81学校教育 

82その他の教育、学習支援業 

Ｆ 電気・ガス・ 

熱供給・水道業 

33電気業 

34ガス業 

35熱供給業 

36水道業 

Ｐ 医療、福祉 83医療業 

84保健衛生 

85社会保険・社会福祉・介護事業 

Ｑ 複合ｻｰﾋﾞｽ事業 86郵便局 

87協同組合（他に分類されないもの） Ｇ 情報通信業 37通信業 

38放送業 

39情報ｻｰﾋﾞｽ業 

40 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随ｻｰﾋﾞｽ業 

41映像・音声・文字情報制作業 

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業（他に分 

類されないもの） 

88廃棄物処理業 

89自動車整備業 

90機械等修理業（別掲を除く） 

91職業紹介・労働者派遣業 

92その他の事業ｻｰﾋﾞｽ業 

93政治・経済・文化団体 

94宗教 

95その他のｻｰﾋﾞｽ業 

96外国公務 

Ｈ 運輸業、郵便 

業 

42鉄道業 

43道路旅客運送業 

44道路貨物運送業 

45水運業 

46航空運輸業 

47倉庫業 

48運輸に附帯するｻｰﾋﾞｽ業 

49郵便業（信書便事業を含む） 

Ｓ 公務（他に分類

されるものを除く） 

97国家公務 

98地方公務 

Ｔ 分類不能の産業 99分類不能の産業 

※ 大・中分類番号及び大・中分類項目名については、平成 19 年 11 月に改定された内容と変更はありません。





　　お問い合わせ先
　 ご相談・申請等は、下記の都道府県支部の高齢・障害者業務課（東京・大阪は高齢・障害者窓口サービス課）
へお問い合わせください。
支部名
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京

神奈川
新潟
富山
石川
福井
山梨
長野
岐阜
静岡
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良

和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎

鹿児島
沖縄

電話番号
011-622-3351
017-721-2125
019-654-2081
022-361-6288
018-883-3610
023-674-9567
024-526-1510
029-300-1215
028-650-6226
027-287-1511
048-813-1112
043-204-2901
03-5638-2284
045-360-6010
025-226-6011
0766-26-1881
076-267-6001
0776-22-5560
055-242-3723
026-258-6001
058-265-5823
054-280-3622
052-533-5625
059-213-9255
077-537-1214
075-951-7481
06-7664-0722
078-325-1792
0742-30-2245
073-462-6900
0857-52-8803
0852-60-1677
086-241-0166
082-545-7150
083-995-2050
088-611-2388
087-814-3791
089-905-6780
088-837-1160
092-718-1310
0952-37-9117
0957-35-4721
096-249-1888
097-522-7255
0985-51-1556
099-813-0132
098-941-3301

FAX
011-622-3354
017-721-2127
019-654-2082
022-361-6291
018-883-3611
023-687-5733
024-526-1513
029-300-1217
028-623-0015
027-287-1512
048-813-1114
043-204-2904
03-5638-2282
045-360-6011
025-226-6013
0766-23-6445
076-267-6084
0776-22-5255
055-242-3721
026-243-2077
058-266-5329
054-280-3623
052-533-5628
059-213-9270
077-537-1215
075-951-7483
06-7664-0364
078-325-1793
0742-30-2246
073-462-6810
0857-52-8785
0852-60-1678
086-241-0178
082-545-7152
083-995-2051
088-611-2390
087-814-3792
089-905-6781
088-837-1163
092-718-1314
0952-37-9118
0957-35-4723
096-249-1889
097-522-7256
0985-51-1557
099-250-5152
098-941-3302

住所
〒063-0804 札幌市西区二十四軒4条1-4-1 北海道職業能力開発促進センター内
〒030-0822 青森市中央3-20-2青森職業能力開発促進センター内
〒020-0024 盛岡市菜園1-12-10 日鉄鉱盛岡ビル5階
〒985-8550 多賀城市明月2-2-1 宮城職業能力開発促進センター内
〒010-0951 秋田市山王3-1-7 東カンビル3階
〒990-2161 山形市大字漆山1954 山形職業能力開発促進センター内
〒960-8054 福島市三河北町7-14 福島職業能力開発促進センター内
〒310-0803 水戸市城南1-1-6 サザン水戸ビル7階
〒320-0072 宇都宮市若草1-4-23 栃木職業能力開発促進センター内
〒379-2154 前橋市天川大島町130-1 ハローワーク前橋3階
〒336-0931 さいたま市緑区原山2-18-8 埼玉職業能力開発促進センター内
〒261-0001 千葉市美浜区幸町1-1-3 ハローワーク千葉5階
〒130-0022 墨田区江東橋2-19-12 ハローワーク墨田5階
〒241-0824 横浜市旭区南希望が丘78 関東職業能力開発促進センター内
〒951-8061 新潟市中央区西堀通6-866 NEXT21ビル12階
〒933-0982 高岡市八ケ55 富山職業能力開発促進センター内
〒920-0352 金沢市観音堂町ヘ1 石川職業能力開発促進センター内
〒910-0005 福井市大手2-7-15 明治安田生命福井ビル10階
〒400-0854 甲府市中小河原町403-1 山梨職業能力開発促進センター内
〒381-0043 長野市吉田4-25-12 長野職業能力開発促進センター内
〒500-8842 岐阜市金町5-25 住友生命岐阜ビル7階
〒422-8033 静岡市駿河区登呂3-1-35 静岡職業能力開発促進センター内
〒450-0002 名古屋市中村区名駅4-2-28 名古屋第二埼玉ビル4階
〒514-0002 津市島崎町327-1 ハローワーク津2階
〒520-0856 大津市光が丘町3-13 滋賀職業能力開発促進センター内
〒617-0843 長岡京市友岡1-2-1 京都職業能力開発促進センター内
〒566-0022 摂津市三島1-2-1 関西職業能力開発促進センター内
〒650-0023 神戸市中央区栄町通1-2-7 大同生命神戸ビル2階
〒630-8122 奈良市三条本町9-21 JR奈良伝宝ビル6階
〒640-8483 和歌山市園部1276 和歌山職業能力開発促進センター内
〒689-1112 鳥取市若葉台南7-1-11 鳥取職業能力開発促進センター内
〒690-0001 松江市東朝日町267 島根職業能力開発促進センター内
〒700-0951 岡山市北区田中580 岡山職業能力開発促進センター内
〒730-0825 広島市中区光南5-2-65 広島職業能力開発促進センター内
〒753-0861 山口市矢原1284-1 山口職業能力開発促進センター内
〒770-0823 徳島市出来島本町1-5　ハローワーク徳島5階
〒761-8063 高松市花ノ宮町2-4-3 香川職業能力開発促進センター内
〒791-8044 松山市西垣生町2184 愛媛職業能力開発促進センター内
〒780-8010 高知市桟橋通4-15-68 高知職業能力開発促進センター内
〒810-0042 福岡市中央区赤坂1-10-17 しんくみ赤坂ビル6階
〒849-0911 佐賀市兵庫町大字若宮1042-2 佐賀職業能力開発促進センター内
〒854-0062 諫早市小船越町1113 長崎職業能力開発促進センター内
〒861-1102 合志市須屋2505-3熊本職業能力開発促進センター内
〒870-0131 大分市皆春1483-1大分職業能力開発促進センター内
〒880-0916 宮崎市大字恒久4241 宮崎職業能力開発促進センター内
〒890-0068 鹿児島市東郡元町14-3 鹿児島職業能力開発促進センター内
〒900-0006 那覇市おもろまち1-3-25 沖縄職業総合庁舎4階
●独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構のホームページ → http://www.jeed.or.jp/
●高齢者関係の助成金についてはこちら → http://www.jeed.or.jp/elderly/subsidy/
　（当機構トップページ→高齢者の雇用支援→助成金とお進みください）

 　「支給申請の手引」および「申請様式」について
　申請方法を詳しく説明した「支給申請の手引」を都道府県支部に用意しております。
　また、申請様式は、機構ホームページからダウンロードできます。
　（当機構トップページ（http://www.jeed.or.jp/）→高齢者の雇用支援→助成金→申請書類とお進みください。）
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